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今年度は、2日に1回以上のペースで日本経済新聞に取り上げられているホットトピック 

「保育」の話題性（2012 vs 2013） 
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出所) 日本経済新聞朝刊よりNRI集計 
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時々刻々と新たな動きが生じている 

「保育」に関する直近の動向 
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年月 タイトル 詳細・備考 

13年3月 
待機児童微減 • 2012年10月時点での待機児童が46,127人で、前年比493人減少 

孫への教育資金贈与非課税に • 教育資金を孫に一括贈与する場合、孫1人につき1,500万円まで贈与税を非課税に 

13年4月 

育休3年まで延長検討 • 首相が、現在最長1年半の育児休業を3年まで取れるよう、民間に努力を要求 

待機児童解消加速化プラン 
• 厚生労働省が「待機児童解消加速化プラン」を発表。2013年度・14年度を緊急集中取組
期間に設定。約20万人分の保育の整備を国が支援 

13年5月 

杉並区が待機児童の実態を発表 
• 通常の定義では94人だが、子どもを預けられないために仕事を辞めたり、育休延長をし
た世帯の児童を含めると、待機児童は3倍以上の285人存在することが判明 

横浜市待機児童ゼロ達成 • 「2010年から3年間でゼロ」の目標を達成。各マスコミでも大きく取り上げられた 

世田谷区が民間容認を検討 
• これまで株式会社の参入を認めていなかった世田谷区が、待機児童解消に向けて民間
企業の容認の検討を表明 

13年6月 
規制改革会議の答申 

• 株式会社及びNPOの参入拡大を促す提言を実施（経営形態にかかわらず公平公正な

認可制度の運用がなされるよう、厚生労働省は都道府県に通知。通知の趣旨が市区町
村に周知徹底されるよう都道府県に通知） 

出生率の改善 • 昨年の合計特殊出生率が16年ぶりに1.4を超え1.41に（一昨年は1.39） 

保育に関する直近の動向 
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社会問題の1つとなっている「待機児童」をキーワードに、 
中長期的な視点で保育ビジネスを考える 

本日の講演の主旨 

5 

中長期視点で考える 

待機児童問題から 
全体像を理解する 

有力な解決策の1つである 
「民間活用」の課題を整理する 
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待機児童問題に関わる4つの『ホント！？』 
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①実は、待機児童は増えていない？ 

②実は、保育所の定員は余っている？ 

③待機児童は、減らせば減らすほど増える？ 

④少子化が続いても、保育所の需要は増える？ 
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直近2年間は減少傾向にあるが、実は10年前とほぼ同水準で変わっていない 

待機児童数の推移 

8 
出所) 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002khid.html 
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「待機児童」は意外と狭義（自治体によって異なる場合も？） 

待機児童の定義 
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保育所への入所申込が提出されており、 
入所要件に該当しているが、入所していない児童 

例外 
• （近い将来入所の意思はあるが）そもそも保育所への入所申込を提出していない児童 
•育休明けに入所希望だが、事前に入所申込をしており、入所していない児童 
•第一希望以外の保育所に入所できるにも関わらず、入所していない児童 
•認証保育所や保育ママなどの他の保育サービスを受けている児童 
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（参考）待機児童数と連動するマクロ指標 
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相関係数＝-0.613 相関係数＝-0.567 

相関係数＝-0.396 相関係数＝0.894 

出所) 内閣府「国民経済計算」、内閣府「消費動向調査」、内閣府「景気ウォッチャー調査」、総務省統計局「労働力調査」 
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待機児童問題に関わる4つの『ホント！？』 
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①実は、待機児童は増えていない？ 

②実は、保育所の定員は余っている？ 

③待機児童は、減らせば減らすほど増える？ 

④少子化が続いても、保育所の需要は増える？ 
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全国レベルで見ると、保育所の定員数は余っている 

保育所定員数過不足の推移 

12 
出所) 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」よりNRI作成 
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002khid.html 

保育所定員数と保育所利用児童数の差（定員数過不足）の推移 
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待機児童は、主として都市部の問題（約8割が都市部に存在） 

待機児童の分布状況 

13 
出所) 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002khid.html 

都道府県別 全国待機児童マップ（2012年4月1日時点） 
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待機児童問題に関わる4つの『ホント！？』 
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保育所数は年々逓増傾向にある（にもかかわらず、待機児童解消には至っていない） 

認可保育所数の推移 

15 
出所) 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002khid.html 

全国における認可保育所数の推移 
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横浜市では、定員を拡大したにもかかわらず、06～10年にかけて待機児童が加速度的に
増加 ⇒待機児童問題の解消が、潜在的な待機児童を掘り起こす 

横浜市における保育所定員数と待機児童数の推移 

16 
出所) 横浜市こども青少年局保育対策課 

http://www.city.yokohama.lg.jp/kodomo/kinkyu/jidou.html 
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少子化が進む中、保育所利用児童数は増加傾向 

未就学児童数と保育所利用児童数の推移 

18 
出所) 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」よりNRI作成 
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002khid.html 
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少子化が進んでも、保育サービスの需要ポテンシャルは依然として大きいと考えられる 

保育所利用児童数と保育所利用率の推移 

19 
出所) 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」よりNRI作成 
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002khid.html 
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待機児童の定義を広げると、潜在待機児童(＝潜在顧客)は約85万人と推計されている 

潜在待機児童も含めた潜在顧客の規模 

20 

待機 
児童 

認可保育所に申し込んだが入所できず、 
その他の保育サービスも受けていない児童 

潜在 
待機児童 

認可保育所に申し込んだが入所できず、 
他の保育サービスを受けている児童 など 

（顕在） 
待機児童 2.6万人 

85万人 

待機児童の種類 

保育所利用児童数（2009年4月時点） 204万人 

規模（2009年4月時点） 

出所) 厚生労働省「新待機児童ゼロ作戦に基づくニーズ調査」2009年 

約88万人 

300万人 保育サービスの顕在＋潜在顧客 
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保育所数は年々逓増傾向にあるが、待機児童解消には至っていない 

認可保育所数の推移【※再掲】 

22 
出所) 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002khid.html 

全国における認可保育所数の推移 

22,268 22,354 22,490 22,570 22,699 22,848 22,909 22,925 23,068 23,385 23,711

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

保
育

所
数

（
ヶ
所

）

年平均＋144.3ヶ所 



Copyright（C） 2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 

公立の比率が低下し、社会福祉法人の比率が上昇している 

経営主体別保育所設置数の内訳推移 

23 
出所) 厚生労働省「社会福祉施設等調査」 

57.1% 54.6% 53.4% 51.9% 50.7% 49.2% 47.7% 46.6% 45.6% 43.6%

38.6% 41.2% 42.3% 43.5% 44.5% 45.7% 46.8% 47.9% 48.6% 50.2%

1.6% 1.8% 2.0% 2.4% 2.6% 3.0% 3.4% 4.5% 5.0% 5.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

その他（※2009年以降集計方法変更あり）

その他の法人（含、株式会社）（※2009年以

降集計方法変更あり）

公益法人及び日赤（※2009年より）

社団・財団・日赤（※2008年まで）

医療法人

社会福祉法人

市区町村

都道府県

国・独立行政法人
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（※2009年から集計方法が変更されていることに留意） 
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社会福祉法人による保育所設置は、頭打ちの状態に近づいている 

社会福祉法人による保育所設置数の推移 

24 
出所) 厚生労働省「社会福祉施設等調査」 

社会福祉法人による保育所設置数の推移 
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民間企業（株式会社）の参入なくして、保育所増設（＝待機児童解消）は極めて難しい 

経営主体別保育所設置数の内訳推移【※再掲】 

25 
出所) 厚生労働省「社会福祉施設等調査」 

57.1% 54.6% 53.4% 51.9% 50.7% 49.2% 47.7% 46.6% 45.6% 43.6%

38.6% 41.2% 42.3% 43.5% 44.5% 45.7% 46.8% 47.9% 48.6% 50.2%

1.6% 1.8% 2.0% 2.4% 2.6% 3.0% 3.4% 4.5% 5.0% 5.4%
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90%

100%

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

その他（※2009年以降集計方法変更あり）

その他の法人（含、株式会社）（※2009年以

降集計方法変更あり）

公益法人及び日赤（※2009年より）

社団・財団・日赤（※2008年まで）

医療法人

社会福祉法人

市区町村

都道府県

国・独立行政法人

経営主体別保育所設置数の内訳推移 

（※2009年から集計方法が変更されていることに留意） 
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売上高1位のJPホールディングス(東証一部上場)でも、部門売上高は約120億円に留まる 

保育サービス事業に参入している民間企業 

26 
出所) 日経MJ「第30回サービス業総合調査」(2012年11月7日) 

部門売上高 
順位 

社名 
部門売上高 

(百万円) 
前年度比 
伸び率 

1 JPホールディングス（アスク） 11,867 29.5% 

2 こどもの森 7,387 14.2% 

3 サクセスホールディングス 6,006 14.7% 

4 ピジョン 5,990 9.8% 

5 ポピンズ 5,837 16.7% 

6 アートチャイルドケア 2,964 13.3% 

7 小学館集英社プロダクション 2,799 32.4% 

8 アイグラン 1,908 59.5% 

9 テノ．コーポレーション 1,522 28.0% 

10 コビーアンドアソシエイツ 1,500 20.0% 

保育サービス事業上位10社 
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様々な業種で参入意欲を持つ企業がいるものの、いくつかのハードルが存在する 
⇒ただし直近は解消が進みつつあり、実績さえできれば好循環を生み出せる可能性がある 

なぜ株式会社の参入が進まないのか？ 

27 

参入候補 
企業群 

参入・ 
安定運営 
企業群 

OK △ NG △ NG 
• 参入意欲を持つ企
業は多岐にわたって
いる 

• 2000年より株式会
社の参入が可能に 

• ただし、自治体に
よっては事実上認め
られていないケース
もあったが、直近は
追い風が吹いている 

• 運営実績の有無も
関連 

• 保育のニーズがある
場所に土地・スペー
スを確保することが
困難 

• 運営ノウハウを持つ
経営者確保も困難 

• 近年は、保育士数
の確保も困難に 

• 認可保育所や認証
保育所として補助金
を得られるようにな
らないと、収益の安
定化が困難 

• 今後は株式会社の
認可が進む見込み 

• 保育料は自治体に
よって一律のルール
で定められている 

• 顧客のニーズに応
えても、相応の収益
を得にくい 

そもそも 
参入意欲が 

ない？ 

規制があって 
参入できない？ 

収益が 
安定しない？ 

自社の差別性を 
収益に 

つなげにくい？ 

ヒト・モノ・カネ・ 
ノウハウ等が 
揃わない？ 

株式会社の参入が進まない現況の問題構造仮説 

参入意欲 参入規制 調達 収益化 競争・差別化 
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保育所に最も求められているのは「自宅に近いこと」 
（保育所のニーズは都市部に集中⇒都市部の住宅地近隣に土地・スペースを持つ必要性） 

保育所に対する保護者（母親）のニーズ 

28 

88.8%
17.0%

21.0%
33.0%

2.4%
48.7%

75.9%
46.7%

3.1%
5.6%

2.2%
34.9%

26.7%
18.6%

10.1%
1.0%

45.9%
36.0%

25.0%
21.9%

0.9%
0.7%

14.9%
30.0%

63.9%
43.0%

50.3%
51.5%

33.3%
25.6%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.自宅に近いこと

2.自宅から通勤時に使う駅やバス停の間にあること

3.通勤時に使う駅やバス停から勤務先までの間にあること

4.自身の勤務先に近いこと

5.父親の勤務先に近いこと

6.保育士等の職員が親切であること

7.安心して子どもを預けられる雰囲気であること

8.信頼できる運営者であること

9.有名な運営者であること

10.規模が大きいこと

11.規模が小さいこと

12.設備が充実していること

13.食事の質が高いこと

14.ひらがなや英語などの教育をしてくれること

15.保育園で習い事ができること

16.小学校受験対策をしてくれること

17.延長保育を柔軟に引き受けてくれること

18.土日や祝日も保育を引き受けてくれること

19.一時預かりをしてくれること

20.公立保育園であること

21.私立保育園であること

22.新しいこと

23.運営実績があること

24.過去に事故や不祥事がないこと

25.適正な料金であること

26.保育園とこまめに連絡を取りやすいこと

27.子どもの状況を都度知らせてくれること

28.スタッフ(保育士含む)の人数が充実していること

29.入園のための申し込み手続きなどが簡単であること

30.子どもが病気でも預かってくれること

31.その他

Q.あなたが保育園を選ぶ際に重視することは何ですか。あてはまるものをすべてお知らせください。 

回答対象者 
現在、子どもが保育施設に通ってい
る女性 
過去3年間、子どもが保育施設に通
っていた女性 
現在妊娠中または子どもが欲しいと
思っている女性のうち、子どもが産
まれても働き続けたいと考えている
女性 

出所) 子育てと美容に関するアンケート(N=1,000) NRI (True Navi) 2010年11月実施 

ハードル例： 
保育のニーズがある場所への設置 

（都市部の住宅街近隣に土地・スペースを確保） 
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ニーズの多様化やプレーヤーの拡大に伴い、サービスの品質・付加価値競争の激化は必至 
⇒ただし、それを「保育料」に自由に転嫁できない 

保育サービス業界における競争環境 

29 

業界内の競争 

• 社会福祉法人とのすみ分け 
• サービス品質・付加価値競争
の激化 

• 人材確保の激化 

ユーザーの圧力 

• 待機児童の増加による保育園
増設要望の高まり 

• 保育の質に対する要求拡大 

新規参入の脅威 

• 他業界(不動産、鉄道、保険、
教育等)からの企業参入 

代替品の脅威 

• こども園の推進による幼稚園の
台頭 

供給者の圧力 

• 民間企業に対する認可の敬遠 
• 厳格な規制の運用 

保育サービス業界における競争環境分析（5 Forces） 

ハードル例： 
認可保育所の保育料は自治体が設定 

（事業者に決定権は（ほぼ）ない） 

安全・安心 

教育 

保育時間 

サービス品質・付加
価値のキーワード例 

病児保育 

・・・ 
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１．イントロダクション 

２．待機児童問題とは？ 

３．なぜ株式会社の参入が進まないのか？ 

30 

４．まとめ～保育ビジネスの展望～ 



Copyright（C） 2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 

2010年に8千万人を上回っていた生産年齢人口は、2030年には7千万人を下回る 

日本の将来人口推計 

31 
出所) 国立社会保障・人口問題研究所 

日本の将来人口推計 
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40

50

60

70

80

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳

労働力人口比率

就業率

35～44歳女性の「M字カーブの解消」がカギ 
⇒この意味では、待機児童問題は「嬉しい悩み」 

女性の労働力人口比率と就業率 

32 

そもそも働かない 
（働けない）人 

働きたくても 
働けない人 

女性の年齢別労働力人口比率と就業率(2010年) 

出所) 総務省統計局「労働力調査」 

(%) 
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定員数過不足 保育所定員数 保育所利用児童数

人口減・少子化が継続すると、長期的にはいずれ保育所の定員数は過剰となってしまう 
⇒近年、一生懸命つくった保育所はどうなる・・・？ 

保育所定員数過不足の推移予測（イメージ） 

33 

保育所定員数と保育所利用児童数の差（定員数過不足）の推移予測（イメージ） 

実績部分の出所) 厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」よりNRI作成 
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002khid.html 
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客層を拡大し、「総合子育て支援サービス」の提供者となることが必要になるのではないか  
⇒ただし、実現のためには2つのハードルが存在 

日本における保育ビジネスの将来展望（仮説） 

34 

未就学児 小学生 中学生 ・・・ 

保育所 

幼稚園 

他の保育サービス 

習い事 

学童保育 

学習塾 

スクール 
カウンセリング ・・・ 

・・・ 

保育サービス事業者が将来目指すべきサービス展開イメージ 

ハードル①認可保育所の施設設置基準 
（施設の面積、常備すべき設備等が決められている） 

ハードル②認可保育所の利益活用制限 
（保育で得た利益は保育にのみ再投資可能） 
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今できることから少しずつ、スピード感をもって変えていかなければならない 

おわりに 

35 

1994年～ エンゼルプラン 

1999年～ 新エンゼルプラン 

2001年～ 待機児童ゼロ作戦 

2002年～ 少子化対策プラスワン  

2003年～ 次世代育成支援に関する当面の取組方針 

2004年～ 子ども・子育て応援プラン  

2008年～ 新待機児童ゼロ作戦 

2010年～ 子ども・子育てビジョン  

2013年～ 待機児童解消加速化プラン 

・・・ 
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